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Ⅰ.　予算のポイント

○

○

27年度
28年度
29年度
30年度
1年度
2年度
3年度
4年度
5年度
6年度
7年度

503 10.6

総　　　 　計 38,446 36,132 2,314 6.4

特別会計・企業会計を加えた全会計では、対前年度比
６．４％増の３８４億４千６百万円を計上しています。

一 般 会 計 22,580 21,144 1,436 6.8

特 別 会 計 10,596 10,221 375 3.7

企 業 会 計 5,270 4,767

予　算　規　模
（単位：百万円、％）

一般会計の令和７年度予算額は２２５億８千万円で、前
年度と比べ１４億３千６百万円（６．８％）の増となり、過
去最大の予算規模となりました。

会　　　　 計
7年度

当初予算額
6年度

当初予算額
比較増減 増減率
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一般会計 15,459 16,895 17,229 16,098 16,402 16,967 16,979 17,662 18,824 21,144 22,580

単位：百万円

一般会計予算規模の推移
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Ⅱ.　予算編成方針の概要

○

○

○

○

○

来年以降に物価上昇を上回る賃金上昇が定着することを目指し、持続的・構造的な賃上げの実現に向けた
三位一体の労働市場改革、生産性向上に向けた国内投資の拡大等を通じて、潜在成長率の引上げに取り
組みます。

我が国経済は、現状では、物価上昇が賃金上昇を上回る中で、消費は力強さを欠いているものの、今後
は、景気の緩やかな回復が続く中で、賃金上昇が物価上昇を上回っていくことが期待される。海外経済の
下振れによるリスクや円安等に伴う輸入物価の上昇の影響に留意する必要があります。

税収入の確保、補助金・交付金の確保等財源の確保に努める一方、各種施策の無駄を排除し、優先順位
付けによって、効果的な資源配分を行う必要があります。また、その前提のうえで、持続可能な開発目標で
あるSDGsの理念に基づき、デジタル技術活用により産業構造の変化を進めるDXや、脱炭素化社会を実現
するためのGXなどの新しい考え方、手法を積極的に導入していきます。

来年度の町税収入については、引き続き荒川本郷地区やよしわら地区の開発に伴う人口増・建物増によ
り、増収が見込まれていますが、増収に伴う地方交付税の減や国際的な原材料価格の上昇や円安を背景
とした原油価格・物価高騰の町税収入への悪影響が懸念される状況にあります。

歳出面では、経常経費の全般的な増加、福祉・介護等の扶助費、市制施行に向けた職員増による人件費
の増、公共施設の老朽化に伴う修繕や更新費用の増、政策公約の実現に係る経費の増などの様々な要因
が重なり、200億円を超え過去最高となった令和6年度予算と同様に大きな増加が見込まれています。

国の状況・動向

町の状況・方針



Ⅲ.　予算の姿

総額

一般会計予算の概要
対前年度

1,436百万円（+6.8％）２25億8千万円

2,297

1,161

1,517

1,554

3,456

389
910

1,890

9,406

歳 入
町税 対前年度 +639百万円（+7.3％）

個人町民税や固定資産税の増等により増となりました。

地方譲与税・地方消費税交付金等
対前年度 +115百万円（+6.5％）

地方消費税交付金の増等により増となりました。

地方交付税 対前年度 -90百万円（-9.0％)
普通交付税の減により減となりました。

151

1,603

3,815

824

2,128

348
378

1,420

9,275

2,464

174

歳 出
議会費 対前年度 +5百万円（+3.1％）

総務費 対前年度 +373百万円（+17.8%）
住民情報ネットワーク運営事業や戸籍事務費の増等

により増となりました。

民生費 対前年度 +1,439百万円（+18.4％）
子育て支援総合センター整備事業や保育施設整備事

業、児童手当支給事業の増等により増となりました。

県支出金 対前年度 +16百万円(+1.0％)
国勢調査事務委託金の皆増等により増となりました。

分担金・負担金，使用料・手数料

国庫支出金 対前年度 +596百万円(+20.8％)
児童手当国庫負担金や就学前教育・保育施設整備交

付金の皆増等により増となりました。

繰入金 対前年度 +132百万円（+9.5％）
財政調整基金繰入金の増等により増となりました。

町債 対前年度 +56百万円（+2.5％）
子育て支援総合センター整備事業債の皆増等により増

となりました。

衛生費 対前年度 -78百万円（-5.2％）
霞クリーンセンター維持管理費の減等により減となりま

農林水産業費 対前年度 +5百万円(+1.3%)
農業基盤整備事業の増等により増となりました。

商工費 対前年度 +74百万円（+27.1％）
観光振興事業やふるさと納税事業の増等により増と

なりました。

土木費 対前年度 -216百万円（-9.2％）
住宅維持管理事業や都市計画道路寺子・飯倉線整

備事業の減等により減となりました。

教育費 対前年度 -228百万円（-5.6％）
中央公民館維持管理費や中学校施設整備事業の減

等により減となりました。

公債費
諸支出金等

諸収入等

単位：百万円 単位：百万円

消防費 対前年度 +49百万円（+6.4％）
常備消防事業の増等により増となりました。
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（一般会計） （一般会計）

　・児童手当の増　（対前年度比+59.7％）
　　制度改正（所得制限撤廃、高校生追加、第3子増額）による増

　・医療福祉（マル福）の増　（対前年度比+3.8％）
　　小児分の利用増等による増

（百万円） （百万円）

4,671 3,661

3,734 1,933

3,237 1,581

1,2303,383

扶助費・普通建設事業費

○普通建設事業費は対前年度比1.5％増○扶助費は対前年度比10.9％増
　令和7年度は、子育て支援総合センター整備事業や保育施設整備事業等
の増の一方、放課後児童施設整備事業や中学校施設整備事業、中央公民
館維持管理費等の減により、対前年度比1.5％の増となった。なお、普通建
設事業の財源には町債を活用し、年度間負担の平準化を図る。

4,213 3,608

扶助費 普通建設事業費

1,118

1,279

1,392

1,616

1,630

378

363

378

420
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741

740

737

736

1,176

1,094
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1,313

1,383

1,381
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（一般会計） （一般会計 ）

【財政調整基金の残高等】 【町債年度末残高】

（億円）

基金・町債残高

○町債残高は増加
　令和7年度は、子育て支援総合センター整備、民間保育所整備、学校施
設整備、公民館改修、総合運動公園改修などの財源として約23億円の町
債を発行する予定。
　令和7年度末の町債残高は、約152億円となり、前年度に比べ5.2％増加
する見込み。

　財政調整基金は、公共施設の老朽化に伴う更新・修繕や政
策公約の実現の財源として有効に活用する一方、災害や急
激な経済変動、その他財源に不足が生じたときの備えとして
の残高は確保。

○財政調整基金を有効に活用

基金 町債
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Ⅳ.　資料

令和７年度 令和６年度 比   較 増減率 主　な　増　減　理　由

22,580,000 21,144,000 1,436,000 6.8

10,596,000 10,221,000 375,000 3.7

4,990,000 5,000,000 ▲10,000 ▲0.2 一般被保険者療養費の減

4,275,000 4,000,000 275,000 6.9 施設介護サービス給付費の増

1,331,000 1,221,000 110,000 9.0 広域連合納付金（保険料納付金）の増

5,270,246 4,766,743 503,503 10.6

2,534,529 1,932,111 602,418 31.2
年次計画に基づく、配水管新設工事及び追
原配水場設備更新費用の増

下水道事業会計 2,735,717 2,834,632 ▲98,915 ▲3.5

公共下水道事業 2,503,201 2,596,813 ▲93,612 ▲3.6
下水道整備等に伴う設計業務が減少したこと
による委託料の減

農業集落排水事業 232,516 237,819 ▲5,303 ▲2.2 元利償還金の減

38,446,246 36,131,743 2,314,503 6.4合            計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

企　　業　　会　　計

国民健康保険特別会計

水道事業会計

各会計予算総括表

（単位：千円、％）

予　　算　　区　　分

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計



（単位：千円、％）

構成比
個人町民税 176百万円の増
法人町民税 168百万円の増
固定資産税（家屋） 148百万円の増

2 地 方 譲 与 税 195,494 0.9 193,770 1,724 0.9
3 利 子 割 交 付 金 6,113 0.0 2,733 3,380 123.7
4 配 当 割 交 付 金 43,697 0.2 34,125 9,572 28.0
5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 70,345 0.3 40,066 30,279 75.6
6 法 人 事 業 税 交 付 金 130,000 0.6 130,000 0 0.0
7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,266,614 5.6 1,195,000 71,614 6.0
8 ゴ ル フ 利 用 税 交 付 金 44,000 0.2 46,000 ▲2,000 ▲4.3
9 環 境 性 能 割 交 付 金 20,000 0.1 18,000 2,000 11.1
10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 36,545 0.2 36,589 ▲44 ▲0.1
11 地 方 特 例 交 付 金 72,000 0.3 73,001 ▲1,001 ▲1.4
12 地 方 交 付 税 910,001 4.0 1,000,001 ▲90,000 ▲9.0 普通交付税110百万円の減
13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,000 0.0 6,000 ▲1,000 ▲16.7
14 分 担 金 及 び 負 担 金 155,737 0.7 164,110 ▲8,373 ▲5.1 保育所利用者負担金（管外保育）3百万円の減
15 使 用 料 及 び 手 数 料 233,562 1.0 228,768 4,794 2.1

児童手当国庫負担金 447百万円の増
就学前教育・保育施設整備交付金 353百万円の皆増
公立学校施設整備費負担金 145百万円の皆増
放課後児童クラブ整備費補助金 255百万円の皆減
学校施設環境改善交付金 113百万円の減
国勢調査事務委託金 30百万円の皆増
参議院議員通常選挙費委託金 25百万円の皆増
茨城県知事選挙費委託金 20百万円の皆増
放課後児童クラブ整備費補助金 64百万円の皆減

18 財 産 収 入 83,016 0.4 62,740 20,276 32.3 土地売払代金 18百万円の増
19 寄 附 金 205,502 0.9 124,002 81,500 65.7 ふるさと応援寄附金 80百万円の増
20 繰 入 金 1,517,252 6.7 1,385,542 131,710 9.5 財政調整基金繰入金 133百万円の増
21 繰 越 金 400,000 1.8 500,000 ▲100,000 ▲20.0

スポーツ振興くじ助成金 90百万円の皆減
学校給食分担金 62百万円の減
デジタル基盤改革支援補助金 103百万円の増
子育て支援総合センター整備事業債 747百万円の皆増
公民館整備事業債 381百万円の減
町営住宅改修事業債 168百万円の減
放課後児童クラブ整備事業債 126百万円の皆減

22,580,000 100.0 21,144,000 1,436,000 6.8

22 諸 収 入 472,176 2.1 497,672 ▲25,496 ▲5.1

2,240,900 56,200 2.5

合　　　　　　　計

23 町 債 2,297,100 10.2

20.8

17 県 支 出 金 1,553,575 6.9 1,537,625 15,950 1.0

16 国 庫 支 出 金 3,455,910 15.3 2,859,993 595,917

増減の主な理由（百万円）

1 町 税 9,406,361 41.7 8,767,363 638,998 7.3

一般会計予算案
（１）歳入

款 令和7年度 令和6年度 比較 増減率
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（単位：千円、％）

構成比

1 議 会 費 174,032 0.8 168,823 5,209 3.1 議会事務局費 1百万円の増

住民情報ネットワーク運営事業 93百万円の増

戸籍事務費 77百万円の増

防災管理費 43百万円の増

国勢調査事業 30百万円の増

会計年度任用職員関係経費 26百万円の増

行政情報ネットワーク運営事業 53百万円の減

子育て支援総合センター整備事業 803百万円の増

保育施設整備事業 530百万円の増

児童手当支給事業 434百万円の増

介護保険特別会計繰出金 35百万円の増

放課後児童施設整備事業 494百万円の皆減

保育所維持管理費 109百万円の減

児童館維持管理費 36百万円の減

霞クリーンセンター維持管理費 29百万円の減

牛久市・阿見町斎場組合負担金 21百万円の減

予防接種事業 17百万円の減

母子保健事業 20百万円の増

農業基盤整備事業 21百万円の増

ふれあいの森管理事業 33百万円の減

観光振興事業 41百万円の増

ふるさと納税事業 34百万円の増

（２）歳出＜目的別＞
款 令和７年度 令和６年度 比較 増減率 増減の主な理由（百万円）

2 総 務 費 2,464,381 10.9 2,091,474 372,907 17.8

18.4

4 衛 生 費 1,419,535 6.3 1,497,277 ▲77,742 ▲5.2

3 民 生 費 9,274,547 41.1 7,835,958 1,438,589

1.3

6 商 工 費 347,695 1.5 273,533 74,162 27.1

5 農 林 水 産 業 費 378,373 1.7 373,678 4,695



（単位：千円、％）

構成比

住宅維持管理事業 210百万円の減

都市計画道路寺子・飯倉線整備事業 183百万円の減

下水道事業会計繰出金・公共下水道 85百万円の減

道路橋梁維持補修事業 40百万円の減

道路新設改良事業 91百万円の増

特定地区道路整備事業 61百万円の増

都市排水路整備事業 56百万円の増

公園維持管理費 39百万円の増

牛久阿見ＩＣ周辺開発事業 27百万円の増

8 消 防 費 824,116 3.6 774,772 49,344 6.4 常備消防事業 50百万円の増

中央公民館維持管理費 436百万円の減

中学校施設整備事業 424百万円の減

町民体育館維持管理事業 292百万円の減

小学校施設整備事業 436百万円の増

総合運動公園維持管理事業 191百万円の増

かすみ公民館維持管理費 144百万円の増

予科練平和記念館維持管理費 95百万円の増

事務局事務費 57百万円の増

10 災 害 復 旧 費 1 0.0 1 0 0.0

元金償還費 22百万円の減

利子償還費 17百万円の増

12 諸 支 出 金 130,882 0.6 113,117 17,765 15.7 公共公益施設整備基金費 18百万円の増

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0 0.0

22,580,000 100.0 21,144,000 1,436,000 6.8合　　　　　　　計

▲5.6

11 公 債 費 1,603,016 7.1 1,608,033 ▲5,017 ▲0.3

9 教 育 費 3,814,915 16.9 4,042,501 ▲227,586

7 土 木 費

増減の主な理由（百万円）

2,128,507 9.4 2,344,833 ▲216,326 ▲9.2

（２）歳出＜目的別＞続き
款 令和７年度 令和６年度 比較 増減率
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(３)歳出＜性質別＞ （単位：千円、％）

構成比

給料 149百万円の増

職員手当 140百万円の増

会計年度任用職員報酬 61百万円の増

会計年度任用職員期末・勤勉手当 25百万円の増

共済費用負担金 36百万円の増

住民情報ネットワーク運営事業 93百万円の増

戸籍事務費 77百万円の増

給食センター運営費 36百万円の増

ふるさと納税事業 34百万円の増

行政情報ネットワーク運営事業 56百万円の減

小学校教育設備教材費 32万円の減

道路橋梁維持補修事業 42百万円の減

予科練平和記念館維持管理費 8百万円の減

児童手当支給事業 435百万円の増

医療給付事業 16百万円の増

障害者介護給付事業 12百万円の増

障害者訓練等給付事業 8百万円の増

常備消防事業 50百万円の増

観光振興事業 31百万円の増

農業基盤整備事業 20百万円の増

下水道事業会計繰出金・公共下水道 85百万円の減

16.9 3,350,200 463,786 13.8

4 扶 助 費 4,671,160 20.7 4,213,303 457,857 10.9

1 人 件 費 3,813,986

10.0

3

増減の主な理由（百万円）款 令和７年度 令和６年度 比較 増減率

▲27.3

2 物 件 費 4,495,049 19.9 4,086,623 408,426

維 持 補 修 費 127,778 0.6 175,725 ▲47,947

46,758 2.05 補 助 費 等 2,405,550 10.7 2,358,792



(３)歳出＜性質別＞続き （単位：千円、％）

構成比

子育て支援総合センター整備事業 780百万円の増

保育施設整備事業 530百万円の皆増

小学校施設整備事業 411百万円の増

総合運動公園維持管理事業 193百万円の増

かすみ公民館維持管理費 144百万円の増

予科練平和記念館維持管理費 105百万円の増

放課後児童施設整備事業 476百万円の皆減

中学校施設整備事業 451百万円の減

中央公民館維持管理費 439百万円の減

町民体育館維持管理費 295百万円の皆減

住宅維持管理費 215百万円の減

保育所維持管理費　109百万円の減

7 災 害 復 旧 事 業 費 1 0.0 1 0 0.0

8 公 債 費 1,603,016 7.1 1,608,033 ▲5,017 ▲0.3 元金償還費 22百万円の減

9 積 立 金 130,882 0.6 113,117 17,765 15.7 公共公益施設整備基金費 18百万円の増

10 投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 0 0.0

11 貸 付 金 11,400 0.1 12,400 ▲1,000 ▲8.1 商工振興事業 1百万円の減

介護保険特別会計繰出金 35百万円の増

後期高齢者医療特別会計繰出金 14百万円の増

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0 0.0

22,580,000 100.0 21,144,000 1,436,000 6.8

2.7

合　　　　　　　計

12 繰 出 金 1,640,395 7.3 1,597,601 42,794

増減の主な理由（百万円）

52,578 1.5

款 令和７年度 令和６年度 比較 増減率

6 普 通 建 設 事 業 費 3,660,783 16.2 3,608,205

11



令和7年度　予算の概要
　300-0392
　阿見町中央1-1-1
　阿見町役場総務部財政課

※掲載している表等の構成比率等は、項目ごとに四捨五入で記載しているため、合計が合わない場合があります。 　TEL　029-888-1111
※この概要は、今後の整理により金額その他について変更することがあります。 　FAX　029-887-9560


